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京大東アジアセンターニュースレター   第 313 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 

















  時 間： 2010 年 4 月 20 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 森晶寿（京都大学地球環境学堂准教授） 
テーマ： 「中国の気候変動政策・CDM 政策と農村バイオガス CDM」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2010 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 20 日（火） 








４月 18 日 4 時、現在玉樹地震の犠牲者は 1484、行方不明 312、負傷者 1万 2088、うち重傷者 1394 人とな




17 日午後 6 時、「青海新聞網」ネットニュースに、大きな炎を上げる火葬場面が出てきました。鳥葬場近
くに遺体を千体近く運び、僧侶数百が読経するなか火葬が行われました。一方遺族の了承を得て土葬にする
というニュースがあるので、現地の習慣と違うから少し心配しています。しかし、防疫衛生を考えるとやむ
をえない措置だと思います。   
 4 月 16 日夜は、青海民族大学のチベット人学生は東校舎に集まって死者のために集団で「オンマニペメフ
ム」という真言を３時間ほど唱えました。 











青海民族大学外語学院の 200 人のうちチベット族学生は半分、13 人が玉樹出身です。日本語科３年生の女
子２人のうち、ツェレンジョマは母方のおじ一家５人全滅、もう１人ツォジラモは兄嫁とその子が圧死。英
語科の女子学生の父母と妹が行方不明。この女子学生の場合、14 日の５時 39 分に第一回の 4.7 級（日本で
はマグニチュードといっていますが）の地震が発生し、故郷ジェグから「地震があったけどみな無事だから
安心して」との電話がありました。その後 7.1 級の激震があり、１時間のちに 6 級の余震がありました。こ
の間に家がつぶれました。 









































































身内の不幸を悲しんでいる暇がありません。活動費を申し込んで来たので 500 元ずつを提供しました。 





すが、今 12 時間以上かかるとのことです。（2010・４・１８，0500） 
（注：「ブログ「リベラル 21」より了承を得て転載」 
************************************************************************************************ 
読後雑感 ： ２０１０年 第６回 
１２．APR．１０ 
                                                中小企業家同友会上海倶楽部代表 
東アジアセンター外部研究員(協力会理事) 小島正憲 
 
１．「中国人の世界乗っ取り計画」    ２．「続 上海発！ 中国的驚愕流儀」  
３．「アメリカ、中国、そして日本経済はこうなる」    ４．「習近平の正体」  
 
































































































３．「アメリカ、中国、そして日本経済はこうなる」  日下公人・三橋貴明著  WAC 刊 ２０１０年４月１２日発行 
















































４．「習近平の正体」  茅沢勤著  小学館刊  ２０１０年４月１０日発行 







































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 8.7 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
